
脱炭素化に向けた取組等に関する
アンケート調査結果(2025)

令和７(2025)年10月
栃木県産業労働観光部



調査目的：脱炭素化に向けた企業の取組状況等の時系列的変化及び昨今の社会
経済情勢（物価高騰等）の変化による影響等を把握し、産業施策の
検討にあたっての参考とする為、とちぎ産業振興協議会会員企業等
を対象に調査を実施した。

調査期間：令和７(2025)年７月８日～７月22日

調査対象：とちぎ産業振興協議会(自動車､航空宇宙､医療福祉機器)会員企業
とちぎ未来技術フォーラム(AI･IoT･ロボット､光学､環境･新素材)
会員企業

計 801社

調査方法：会員企業宛てメールを送付し、回答はWEBフォーム

有効回答数（回答率）：187社(23.3%)
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＜回答企業の属性①＞ ＜記載について＞
※ nは回答企業総数を表す。
※ ( )内の数字は回答企業数を表す。
※資本金３億円超を大企業、３億円以下を中小企業とする。
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資本金

1千万円以下
23%,(36)

1千万円超5千万円以下
36%,(57)

5 1
18%,(29)

1 3
5%,(8)

3億円超
18%,(29)

2024年調査
n=159

1千万円以下,  
28%, (52)

1千万円超5千万円以下, 
35%, (66)

5 1 , 
17%, (31)

1 3 , 
4%, (8)

3億円超, 
16%, (30)

今回調査
n=187



＜回答企業の属性②＞

従業員数
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1～20人
19%,(30)

21～100人
34%,(54)101～300人

24%,(38)

301人以上
23%,(37)

2024年調査
n=159

1～9人
10%, (19)

10～49人
34%, (64)

50～99人
13%, (24)

100～299人
22%, (41)

300～1999人
15%, (27)

2000人以上
6%, (12)

今回調査
n=187



＜回答企業の属性③＞
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主な加入協議会等

自動車
42%,(67)

航空宇宙
11%,(18)19%,(30)

未来技術(AI･IoT･
ロボット)
8%,(13)

( )
9%,(14)

( )
11%,(17)

2024年調査
n=159

自動車, 38%, 
(70)

航空宇宙, 34, 
18%, (34)

, 
20%, (38)

未来技術（AI,IoT,ロボット）, 
6%, (11) 

, 
7%, (13)

未来技術（環境・新素材）, 
11%, (21)

今回調査
n＝187



問１ 自社で取り組む必要があると考えますか。

＜脱炭素化に向けた取組意識について①＞

○ 83%の企業が「取り組む必要がある」と回答し、脱炭素化に向けた取組意識は高い(昨年は91%)。
○ 2024年調査に比べ、「大いに取り組む必要がある」と回答した企業が23%減少。
○「取り組む必要はない」と回答した企業は10％で昨年の6％より微増した。
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大いに取り組む必要
がある
42%,(67)

ある程度、取り組む
必要がある
49%,(78)

あまり取り組む
必要はない
5%,(8)

全く取り組む必要はない
1%,(1)

分からない
2%,(4)

その他
1%,(1)
2024年調査
n=159

大いに取り組む
必要がある
29%, (54)

ある程度、取り組む必要がある
54%,( 101)

あまり取り組む必要はない
10%, (18)

全く取り組む必要はない
0%, (0)

分からない
7%, (14)

今回調査
n=187



＜脱炭素化に向けた取組意識について②＞
問２ 問１で「大いに取り組む必要がある」又は「ある程度、取り組む必要がある」とした場合、その
理由はなぜですか。【複数回答可】

○ 2024年調査に比べ、「企業の社会的責任」、「SDGsへの対応」、「環境・社会・ガバナンス
（ESG）への対応」、「電気料金などコストの削減」が減少し、「ブランド力・認知度の向上」、
「将来の規制への対応など、ビジネスリスクの軽減」が増加。
○全体的に増減はあるものの、傾向は変わらない形となった。 6

回答は複数回答，各項目は回答企業数に対する回答数の割合を記載
（2024年調査：n=145、総回答数606、1社あたりの平均回答数4.18 今回調査：n=187 、総回答数684、1社あたりの平均回答数3.66)

66.8%

61.0%

44.4%

41.2%

33.2%

31.6%

31.0%

24.1%

11.2%

19.8%

1.6%

86.2%

73.8%

54.5%

44.8%

30.3%

42.1%

21.4%

26.2%

13.1%

24.1%

1.4%

0 20 40 60 80 100

企業の社会的責任

SDGsへの対応

環境・社会・ガバナンス（ESG）への対応

電気料金などコストの削減

将来の規制への対応など、ビジネスリスクの軽減

環境規制など法令順守の観点

ブランド力・認知度の向上

取引先の要請

国宣言への対応

ビジネスチャンスの拡大が見込める

その他

今回調査

2024年調査



問３ 問１で「あまり取り組む必要はない」又は「全く取り組む必要はない」とした場合、その理由は
なぜですか。【複数回答可】

＜脱炭素化に向けた取組意識について③＞

○昨年に続き「取り組むためのコスト負担が大きいから」が最多、次いで「自社へのメリットが無い・
分からないから」「売り上げの確保が優先され、取り組む余裕がないから」が続く。
○「2050年のカーボンニュートラル実現は現実的に不可能だと考えているから」が増加となった。
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回答は複数回答，各項目は回答企業数に対する回答数の割合を記載
（今回調査：n=9、総回答数22、1社あたりの平均回答数2.44 2021年調査：n=10 、総回答数20、1社あたりの平均回答数2.00)

50.0%

44.4%

27.8%

22.2%

5.6%

66.7%

55.6%

11.1%

22.2%

11.1%

0% 20% 40% 60% 80%

自社へのメリット（売上の増加など経済的リターン等）が無い・分からないから

売上の確保などが優先され、取り組む余裕が無いから

２０５０年のカーボンニュートラル実現は現実的に不可能だと考えているから

当社の取組が地球環境に与える影響は軽微と考えられるから

環境問題が悪化しても、当社への悪影響は特にないから

その他

今回調査

2024年調査



問４ 脱炭素化に向けた現在の取組状況はどれに当てはまりますか。

＜脱炭素化に向けた現在の取組について①＞

○「既に取り組んでいる」が54%、「具体的な取組について検討し、予定している」が10%。
○ 2024年調査に比べ、前記２項目の割合の合計は16%減少している。
○「取り組むかどうか、今後検討する」が11%、「取り組みたいが、何をすべきか分からない」が5%
など、36%の企業が検討を含め取組を行っていない。
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既に取り組んで
いる
64%,(102)

具体的な取組について検討し、予定している
16%,(26)

取り組むかどうか検
討している
6%,(9)

取り組むかどうか、
今後検討する
6%,(19)

取り組みたいが、何を
すべきか分からない
1%,(2)

取り組む予定は無い
2%,(3)

未定 5%,(7)

2024年調査
n=159

既に取り組んでいる
54%, (102)

具体的な取組について検討し、
予定している, 10%,(19)

取り組むかどうか検討し
ている 9%, (17)

取り組むかどうか、
今後検討する
11%, (20)

取り組みたいが、何をす
べきか分からない
5%, (9)

取り組む予定は無い
3%, (5) 未定, 8%,(15)

今回調査
n=187



資本金（３億円超）

＜脱炭素化に向けた現在の取組について②＞

○資本金３億円超の大企業では、「既に取り組んでいる」が86%、「具体的な取組について検討し、
予定している」が10%であった。
○ 2024年調査に比べ、若干の増減はあるもののほぼ同様の傾向である。

補足

問４ 脱炭素化に向けた現在の取組状況はどれに当てはまりますか。

9

既に取り組んでいる
93%,(27)

具体的な取組について
検討し、予定している
7%,(2)

2024 年調査
n=29

既に取り組んでいる
86%,(25)

具体的な取組について検討し、
予定している
10%,(3)

取り組むかどうか検討している
4%,(1)

今回調査
n=29



資本金（３億円以下）

＜脱炭素化に向けた現在の取組について③＞

○資本金３億円以下の中小企業では、「既に取り組んでいる」、「具体的な取組について検討し、予定
している」が合わせて65%であり、2024年調査よりも11%減少した。
○中小企業では、「取り組むかどうか、今後検討する」が11%、「取り組みたいが、何をすべきか分か
らない」が6%など、35%の企業が検討を含め取組を行っていない。約1/3の中小企業では取組を行っ
ていない状況である。

補足

問４ 脱炭素化に向けた現在の取組状況はどれに当てはまりますか。
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既に取り組んでいる
58%,(75)

具体的な取組について検
討し、予定している
18%,(24)

取り組むかどうか検討
している 7%,(9)

取り組むかどうか、今後
検討する 8%,(10)

取り組みたいが、何をすべきか
分からない 2%,(2)

取り組む予定は無い 2%,(3)

未定 5%,(7)

2024年調査
n=130

既に取り組んでいる
54%,(77)

具体的な取組について検討
し、予定している
11%,(16)

取り組むかどうか検討している
11%,(16)

取り組むかどうか、
今後検討する
14%,(20)

取り組みたいが、何を
すべきか分からない
6%,(9)

取り組む予定は無い
4%,(5)

今回調査
n=187



＜脱炭素化に向けた現在の取組について④＞
問５ 問４で「既に取り組んでいる」又は「具体的な取組について検討し、予定している」とした
場合、その内容は何ですか。【複数回答可】

○「省エネ設備の導入」が最多、「自社のエネルギー使用量の把握」が続く。
○ 2024年調査に比べ、「自社のエネルギー使用量の把握」、「環境に配慮した新技術・新製品の開
発・販売」、「環境負荷の少ない原材料や部品の利用」などが増加。
○効果が分かりやすく、投資リスクが低い取組が実施又は予定されている。 11

回答は複数回答，各項目は回答企業数に対する回答数の割合を記載
（2024年調査：n=128、総回答数388、1社あたりの平均回答数3.03 今回調査：n=187 、総回答数361、1社あたりの平均回答数2.98)

77.7%

71.9%

31.4%

29.8%

28.9%

23.1%

17.4%

15.7%

2.5%

4.1%

76.6%

75.8%

31.3%

35.2%

22.7%

14.1%

20.3%

21.1%

1.6%

4.7%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

省エネ設備の導入

自社のエネルギー使用量の把握

温室効果ガス削減等に関する行動目標の設定

再生可能エネルギー発電機器の導入

環境に配慮した新技術・新製品の開発・販売

環境負荷の少ない原材料や部品の利用

再生可能エネルギー電力への切替（購入）

電気自動車（EV）の導入

燃料電池車(FCV)の導入

その他

今回調査

2024年調査



23.5%

13.9%

13.4%

8.6%

5.3%

5.3%

3.7%

3.2%

3.2%

2.7%

2.7%

2.7%

2.1%

2.1%

1.1%

0.5%

49.2%

3.2%

23.9%
8.2%

14.5%

7.5%

5.7%

3.1%

1.3%
3.8%

0.6%

1.9%

3.1%

3.8%

1.9%

1.3%

0.6%

11.3%

6.9%

5.0%

3.1%

40.3%

3.1%

0% 5% 10% 15% 20% 25% 30% 35% 40% 45% 50%

EV
航空機産業
FCV
太陽光産業

水素産業
原子力産業

カーボンリサイクル・マテリアル産業
風力産業

食料・農林水産業
住宅・建築物・次世代電力マネジメント産業

ライフスタイル関連産業
物流・人流・土木インフラ産業
次世代熱エネルギー産業
燃料アンモニア産業

地熱産業
半導体産業
蓄電池産業

船舶産業
参入していない
その他

今回調査
2024年調査

問６ 脱炭素化に資する技術・製品の開発・生産に関して、現在参入している分野は何ですか【複数回答可】

＜脱炭素化に向けた現在の取組について⑤＞

○「自動車産業(EV)」が最多、「航空機産業」、「自動車産業(FCV)」が続く。
○ 2024年調査に比べ、「風力産業」、「太陽光産業」、「水素産業」「原子力産業」などが増加した
一方、「蓄電池産業」、「半導体産業」、「情報通信産業」、「船舶産業」、「参入していない」など
が減少した。

※ 分野については国の「2050年カーボンニュートラルに伴うグリーン成長戦略」の成長が期待される14の重要分野を参考に記載

12

回答は複数回答，各項目は回答企業数に対する回答数の割合を記載
（2024年調査：n=159、総回答数240、1社あたりの平均回答数1.51 今回調査：n=187 、総回答数435、1社あたりの平均回答数2.33)



問７ 脱炭素化に向け、今後自社で取り入れたい取組は何ですか。

＜脱炭素化に向けた今後の取組について①＞

○「省エネ設備の導入」が最多、｢自社のエネルギー使用量の把握｣、｢環境負荷の少ない原材料や部品
の利用｣が続く。
○ 2024年調査に比べ、「再生可能エネルギー発電機器の導入」、「環境に配慮した新技術・新製品の
開発・販売」、「環境負荷の少ない原材料や部品の利用」等が増加した一方、「省エネ設備の導入」、
「自社のエネルギー使用量の把握」などが減少。 13

回答は複数回答，各項目は回答企業数に対する回答数の割合を記載
（2024年調査：n=159、総回答数334、1社あたりの平均回答数2.10 今回調査：n=187 、総回答数435、1社あたりの平均回答数187)

54.0%

31.0%

27.8%

26.7%

24.1%

14.4%

13.9%

12.8%

11.2%

8.6%

4.8%

3.2%

57.2%

32.7%

10.7%

14.5%

21.4%

25.8%

12.6%

19.5%

3.1%

1.9%

6.9%

3.8%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60%

省エネ設備の導入

自社のエネルギー使用量の把握

環境負荷の少ない原材料や部品の利用

環境に配慮した新技術・新製品の開発・販売

再生可能エネルギー発電機器の導入

電気自動車（EV）の導入

温室効果ガス削減等に関する行動目標の設定

再生可能エネルギー電力への切替（購入）

取り組みたいが、何をすべきか分からない

取り入れたい取組はない

燃料電池車(FCV)の導入

その他

今回調査

2024年調査



問８ 脱炭素化に資する技術・製品の開発・生産に向けて、参入を予定している分野は何ですか【複数回答可】

＜脱炭素化に向けた今後の取組について②＞

○「自動車産業(EV)」が最多、「半導体産業」、「航空機産業」などが続く。
○ 2024年調査に比べ、「半導体産業」、「航空機産業」、「太陽光産業」、「水素産業」等が増加し
た一方、「自動車産業（EV,FCV)」、「次世代熱エネルギー産業」、「資源循環関連産業」などが減少。

14

回答は複数回答，各項目は回答企業数に対する回答数の割合を記載
（2024年調査：n=159、総回答数216、1社あたりの平均回答数1.36 今回調査：n=187 、総回答数435、1社あたりの平均回答数1.87)

23.0%

21.4%

18.7%

17.1%

15.5%

12.8%

12.8%

8.6%

8.6%

7.0%

7.0%

5.9%

5.3%

5.3%

5.3%

5.3%

4.8%

4.8%

4.8%

3.2%

33.7%

1.6%

25.8%

12.6%

8.2%

18.9%

13.8%

10.1%

7.5%

11.9%

6.3%

8.2%

6.3%

4.4%
8.8%

6.3%

5.7%

1.9%
8.8%

3.8%

2.5%

3.8%

22.6%

3.1%

0% 5% 10% 15% 20% 25% 30% 35%

EV
半導体産業
航空機産業
FCV
蓄電池産業
太陽光産業
水素産業

風力産業
住宅・建築物・次世代電力マネジメント産業

燃料アンモニア産業
カーボンリサイクル・マテリアル産業

地熱産業
ライフスタイル関連産業

船舶産業
次世代熱エネルギー産業
食料・農林水産業
原子力産業

物流・人流・土木インフラ産業
参入予定はない
その他

今回調査

2024年調査



問９ 脱炭素化に取り組む上で課題と感じている点は何ですか【複数回答可】

＜脱炭素化に取り組む上での課題について＞

○「取り組むための専門知識やノウハウが不足している」が最多、「コストに見合う効果が見込めな
い」、「取組を推進する人材がいない」が続く。
○ 2024年調査に比べ、「取組を推進する人材がいない」、「優先順位が低い」、「特に課題はない」
などが増加。 15

回答は複数回答，各項目は回答企業数に対する回答数の割合を記載
（2024年調査：n=159、総回答数376、1社あたりの平均回答数2.36 今回調査：n=187 、総回答数392、1社あたりの平均回答数2.10)

48.7%

45.5%

42.8%

36.9%

16.6%

14.4%

4.8%

0.5%

50.9%

46.5%

35.8%

36.5%

9.4%

6.3%

5.0%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60%

取り組むための専門知識やノウハウが不足している

コストに見合う効果が見込めない

取組を推進する人材がいない

どのレベルまで対応が必要か分からない

優先順位が低い

特に課題はない

相談先が分からない

その他

今回調査

2024年調査



問10 脱炭素化に向け、必要と考える公的な支援は何ですか【複数回答可】

＜公的支援について＞

○「情報提供」が最多、「設備投資への補助」が続く。
○ 2021年調査に比べ、「情報提供」、「設備投資への補助」、「技術指導・相談」、「新技術・新製
品開発」などが増加した一方、「企業間連携支援」、「産学官連携支援」などが減少。

16

回答は複数回答，各項目は回答企業数に対する回答数の割合を記載
（2024年調査：n=159、総回答数436、1社あたりの平均回答数2.31 今回調査：n=187 、総回答数503、1社あたりの平均回答数2.69)

60.4%

53.5%

27.8%

20.9%

20.3%

20.3%

16.6%

11.2%

10.7%

10.7%

9.6%

7.0%

47.1%

51.9%

18.0%

13.8%

19.0%

16.4%

9.0%

16.9%

13.2%

4.8%

14.3%

3.7%

2.6%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70%

情報提供

設備投資への補助

技術指導・相談

新技術・新製品開発支援

人材育成支援

金融支援

研究開発や実証実験への補助

新分野進出・業態転換支援

新技術活用促進のための技術基準・標準化支援

その他

今回調査

2024年調査



問１１ 現在の社会経済情勢（物価高騰等）の変化が
貴社に与える影響の状況はどれに当てはまりますか。

＜社会経済情勢の変化による影響について①＞

○今年度から影響の対象について質問を行った。
○両質問とも「特に変化はない」が約半分を占めているが、業績・操業共にマイナスの影響を受けてい
る割合が高い。 17

プラスの影響を受けている
10%,(16)

マイナスの影響を受けている
76%,(121)

影響なし
14%,(22)

n=159

売上、受注が大きく増加した
1%,(2)

売上、受注が増加した
11%,(20)

特に変化はない
48%,(91)

売上、受注が減少した
36%,(67)

売上、受注が大きく減少した
4%,(7)

問１１ 最近の社会情勢の変化により、業績に影
響はありましたか【複数回答可】

問１２ 最近の社会情勢の変化により、操業に影
響はありましたか【複数回答可】

生産規模が拡
大した, 7%, 
(14)

生産規模が縮
小した, 27%, 
(56)

特に変化はな
い, 50%, 
(102)

雇用が増加し
た, 7%, (14)

雇用が減少し
た,  9%, (19)

2024年度

今年度



問１３ 前問で「マイナスの影響を受けている」とした場合の、影響の理由はどれに当てはまりますか。

＜社会経済情勢の変化による影響について②＞

○「原材料価格の高騰」が最多、「原油・エネルギー価格の高騰」、「部品・原材料の調達難」が続
く。

18

回答は複数回答，各項目は回答企業数に対する回答数の割合を記載
（2024年調査：n=120、総回答数299、1社あたりの平均回答数2.49 今回調査：n=187、総回答数506、1社あたりの平均回答数2.71)

83.3%,(100)
95.0%,(114)

44.2%,(53)
16.7%,(20)

0.8%,(1)
9.2%,(11)

0 20 40 60 80 100

原油・エネルギー価格の高騰
原材料価格の高騰

部品・原材料の調達難
円安の進行

自社又は取引先海外拠点の停止・閉鎖
サイバー攻撃による情報漏洩リスクの増加

その他

問１３ 現在の社会情勢により、影響を受けているものをすべて選んでください【複数回答可】

78.6%,(147)

71.1%,(133)

64.7%,(121)

32.6%,(61)

19.8%,(37)

3.7%,(7)

2.1%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

原材料の高騰
原油・エネルギー価格の高騰

人材の不足
金利の上昇

米国関税の変化
影響は受けていない

その他

2024年

今回



＜社会経済情勢の変化による影響について②＞

19

回答は複数回答，各項目は回答企業数に対する回答数の割合を記載
自動車：n=70、総回答数201、1社あたりの平均回答数2.87
航空 ：n=34、総回答数87、 1社あたりの平均回答数2.56
医療 ：n=38、総回答数104、1社あたりの平均回答数2.74
未来 ：n=46、総回答数118、1社あたりの平均回答数2.57

問１３ 現在の社会情勢により、影響を受けているものをすべて選んでください【複数回答可】

25.9%

23.9%

25.4%

10.9%

11.9%

1.0%

1.0%

26.4%

27.6%

26.4%

12.6%

2.3%

3.4%

1.1%

31.7%

28.8%

19.2%

13.5%

5.8%

1.0%

0.0%

33.1%

26.3%

22.9%

11.9%

4.2%

0.8%

0.8%

0% 5% 10% 15% 20% 25% 30% 35%

原材料の高騰

原油・エネルギー価格の高騰

人材の不足

金利の上昇

米国関税の変化

影響は受けていない

その他

自動車

航空

医療

未来

補足 協議会別



好転していく見込み
13%, (24)

現状維持（横ばい）になる見込み
36%, (67)

悪化していく見込み
12%, (22)

先行きが不透明で判断できない
39%, (74)

問１４ 今後の業績見通しについて、最も近いものを選んでください

＜社会経済情勢の変化による影響について③＞

○「先行きが不透明で判断できない」が最多。
○「好転していく見込み」、「悪化していく見込み」がほぼ同率。

20



問１４ 今後の業績見通しについて、最も近いものを選んでください

＜社会経済情勢の変化による影響について③＞

21

補足 協議会別

好転していく見込み
6%

現状維持（横ばい）になる
見込み
34%

悪化していく見込み
19%

先行きが不透明で判断でき
ない
41%

自動車

好転していく見込み
29%

現状維持（横ばい）に
なる見込み
32%

悪化していく見込み
12%

先行きが不透明で判
断できない
27%

航空宇宙

好転していく見込み
8%

現状維持（横ばい）にな
る見込み
40%

悪化していく見込み
5%

先行きが不透明で判
断できない
47%

医療福祉機器

好転していく見込み
15%

現状維持（横ばい）
になる見込み
38%

悪化していく見込み
7%

先行きが不透明で判断できない
40%

未来技術



問１５ 貴社の現在の課題はなんですか【複数回答可】

＜社会経済情勢の変化による影響について⑦＞

○「人材確保」が最多、「人材育成・技術の伝承」が続くなど、人材関連が大きな課題となっているこ
とが分かる。

22

回答は複数回答，各項目は回答企業数に対する回答数の割合を記載（今回調査：n=187、総回答数579、1社あたりの平均回答数3.10)

66.8%,(125)

62.0%,(116)

46.0%,(86)

43.9%,(82)

43.3%,(81)

42.2%,(79)

34.2%,(64)

20.9%,(39)

17.1%,(32)

2.1%,(4)

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70%

人材確保

人材育成・技術の伝承

販路の開拓

価格転嫁

新技術・製品等の開発力強化

技術力向上

新分野展開

原材料等の調達先の見直し

資金の確保

その他
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